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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第50期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第49期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 3,368 14,276

経常利益 (百万円) 39 1,211

四半期(当期)純利益 (百万円) 65 344

純資産額 (百万円) 11,938 12,281

総資産額 (百万円) 16,190 16,864

１株当たり純資産額 (円) 1,127.30 1,159.69

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 6.18 32.56

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 73.7 72.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 102 1,557

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 591 △ 1,400

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 170 △ 306

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,535 4,257

従業員数 (人) 1,308 1,268

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 1,308

(注)　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含む）であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 569

(注)　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメント 生産高(百万円)

半導体検査用部品関連事業 3,430

電子管部品関連事業 46

合計 3,477

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

半導体検査用部品関連事業 3,414 1,292

電子管部品関連事業 79 71

合計 3,494 1,363

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメント 販売高(百万円)

半導体検査用部品関連事業 3,318

電子管部品関連事業 50

合計 3,368

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

同和ジェム㈱ 765 22.7

㈱東芝セミコンダクター社 519 15.4

フラッシュアライアンス㈲ 349 10.4
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析
当第１四半期連結会計期間における当社グループの主たる事業分野である半導体市場は全般的に厳し
い状況で推移しました。
ロジックＩＣ市場では最終製品の販売不振によりシステムＬＳＩなどの半導体デバイス需要の減少が
続き、メモリーＩＣ市場でも最終製品の価格下落に伴う半導体デバイスの低価格化や生産調整が継続す
るなど、半導体市場全般に設備投資の抑制や生産調整が続きました。
このような事業環境のもと、ロジックＩＣ向けの売上は低調に推移しましたが、メモリーＩＣ向けの売
上につきましては、数量的な需要が比較的堅調であったフラッシュメモリー向けを中心に300ミリウエハ
対応のアドバンストプローブカード（Ｖタイプ）の積極的な拡販により堅調に推移しました。
しかしながら、利益面につきましては、Ｍタイププローブカードの開発投資の継続に加え、ロジックＩ
Ｃ向けの売上減少に伴う利益低下やメモリーＩＣ向けの価格競争激化などにより、厳しい結果となりま
した。
以上により、当第１四半期連結会計期間の売上高は33億６千８百万円、営業利益３千６百万円、経常利
益は３千９百万円、四半期純利益は６千５百万円となりました。
　
なお、セグメント別の業績は以下のとおりです。

①事業の種類別セグメント
　ａ　半導体検査用部品関連事業

ロジックＩＣ向けプローブカードにつきましては、最終製品の売上不振によるシステムＬＳＩ向
けの減少や国内半導体メーカーの再編によるＬＣＤ－Ｄｒ向けの減少などにより、売上は低調に推
移しました。
メモリーＩＣ向けプローブカードにつきましては、ＤＲＡＭ向けは投資抑制と生産調整により厳
しい状況が継続しましたが、数量的な需要が堅調であったフラッシュメモリー向けを中心に300ミリ
ウエハ対応のアドバンストプローブカード（Ｖタイプ）の積極的な拡販により、売上は比較的堅調
に推移しました。
　以上の結果、売上高は33億１千８百万円となりました。しかしながら、利益面につきましては、Ｍタ
イププローブカードの開発投資の継続に加え、ロジックＩＣ向けの売上減少に伴う操業度の悪化、メ
モリーＩＣ向けの価格競争の激化により、営業利益２億７千９百万円となりました。

　ｂ　電子管部品関連事業
電子管部品関連事業は、電子ビーム溶接機用陰極が堅調に推移した結果、売上高は５千万円、営業
利益は１千１百万円となりました。

　
②所在地別セグメント
　ａ　日本

日本国内におきましては、メモリーＩＣ向けにアドバンストプローブカード（Ｖタイプ）を積極
的に拡販した結果、売上高は30億６千４百万円、となりましたが、ロジックＩＣ向けプローブカード
の売上減少に伴う操業度悪化、メモリーＩＣ向けを中心とする価格競争激化、開発投資の継続などに
より営業損失３千９百万円となりました。

　ｂ　北米
米国は、景気後退懸念があるものの、メモリーＩＣ向けにアドバンストプローブカード（Ｖタイ
プ）を戦略的に拡販した結果、売上高は４億８千２百万円、営業利益は７千４百万円となりました。

　ｃ　ヨーロッパ
ヨーロッパでは営業活動を強化した結果、売上高は６千９百万円、営業利益は１千万円となりまし
た。

　ｄ　アジア
アジアでは台湾のＬＣＤ-Ｄｒ市場の冷え込みによる売上の減少が大きく影響し、売上高は３億８
千３百万円となり、営業損失は１千３百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億７千３百万円減少し、161億９
千万円となりました。
　これは主として、たな卸資産は２億９百万円増加いたしましたが、現金及び預金が７億５千７百万円減少
したことによるものであります。
負債合計は、前連結会計年度末に比べ、３億３千万円減少し、42億５千２百万円となりました。
　これは主として、支払手形及び買掛金が１億６千２百万円増加いたしましたが、未払法人税等が２億２千
１百万円減少したことによるものであります。
純資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億４千３百万円減少し、119億３千８百万円となりました。
　これは主として、為替換算調整勘定が３億２百万円減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、７億２千１百万
円減少し、当第１四半期連結累計期間末には35億３千５百万円となりました。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、１億２百万円となりました。
　これは主として、たな卸資産の増加額２億５千５百万円、法人税等の支払額２億８千２百万円等によ
る支出があったものの、税金等調整前四半期純利益３千９百万円、減価償却費２億３千６百万円、仕入
債務の増加額１億７千７百万円等による収入があったことによります。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、５億９千１百万円となりました。
　これは主として、有形固定資産の取得による支出３億６千２百万円と信託受益権の取得による支出２
億７千万円等があったことによります。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、１億７千万円となりました。
　これは、短期借入金の返済による支出９千万円、配当金の支払額８千万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更
及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は４億２千１百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,604,88010,604,880
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 10,604,88010,604,880― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 10,604,880 ― 983 ― 1,202

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していませ

ん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　14,700

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
10,560,000

105,600 ―

単元未満株式
普通株式
30,180

― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 10,604,880― ―

総株主の議決権 ― 105,600 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本電子材料株式会社
兵庫県尼崎市西長洲町２
丁目５番13号

14,700 ― 14,700 0.14

計 ― 14,700 ― 14,700 0.14

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 895 969 975

最低(円) 757 863 855

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年　４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】　

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,652 4,410

受取手形及び売掛金 5,432 5,584

有価証券 201 224

商品及び製品 138 54

仕掛品 430 398

原材料及び貯蔵品 812 718

その他 545 241

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 11,206 11,625

固定資産

有形固定資産 ※１
 3,565

※１
 3,696

無形固定資産 346 371

投資その他の資産

その他 1,072 1,171

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,071 1,170

固定資産合計 4,983 5,238

資産合計 16,190 16,864

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,457 2,295

短期借入金 60 150

未払法人税等 32 254

賞与引当金 168 5

その他 968 1,276

流動負債合計 3,687 3,981

固定負債

役員退職慰労引当金 454 449

その他 110 151

固定負債合計 564 601

負債合計 4,252 4,582

純資産の部

株主資本

資本金 983 983

資本剰余金 1,202 1,202

利益剰余金 10,082 10,122

自己株式 △14 △14

株主資本合計 12,252 12,293

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 △0

為替換算調整勘定 △314 △11

評価・換算差額等合計 △314 △12

純資産合計 11,938 12,281

負債純資産合計 16,190 16,864
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

売上高 3,368

売上原価 2,321

売上総利益 1,047

販売費及び一般管理費

給料及び手当 209

賞与引当金繰入額 38

役員退職慰労引当金繰入額 4

研究開発費 421

貸倒引当金繰入額 0

その他 336

販売費及び一般管理費合計 1,011

営業利益 36

営業外収益

受取利息 11

為替差益 5

その他 9

営業外収益合計 26

営業外費用

持分法による投資損失 14

たな卸資産廃棄損 7

その他 0

営業外費用合計 22

経常利益 39

税金等調整前四半期純利益 39

法人税、住民税及び事業税 66

法人税等調整額 △92

法人税等合計 △25

四半期純利益 65
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 39

減価償却費 236

賞与引当金の増減額（△は減少） 163

売上債権の増減額（△は増加） 86

たな卸資産の増減額（△は増加） △255

仕入債務の増減額（△は減少） 177

その他 △76

小計 371

利息及び配当金の受取額 13

利息の支払額 △0

法人税等の支払額 △282

営業活動によるキャッシュ・フロー 102

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △64

有価証券の売却による収入 72

有形固定資産の取得による支出 △362

有形固定資産の売却による収入 17

投資有価証券の取得による支出 △4

投資有価証券の売却による収入 1

貸付金の回収による収入 0

定期預金の払戻による収入 26

信託受益権の取得による支出 △270

その他の支出 △8

その他の収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △591

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △90

配当金の支払額 △80

財務活動によるキャッシュ・フロー △170

現金及び現金同等物に係る換算差額 △61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △721

現金及び現金同等物の期首残高 4,257

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,535
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　

企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下による簿価切下げの方法）により算定しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

が16百万円それぞれ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年

５月17日　実務対応報告第18号）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。

これに伴う売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

 

（3）リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当第１四

半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

これに伴う売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　　
　　

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数

を変更しております。

　これにより、売上総利益は４百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ19百万円減少し

ております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 4,374百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 4,260百万円

　
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

該当事項はありません。

　
　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,652百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 116百万円

現金及び現金同等物 3,535百万円
 
　
　

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,604,880

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,739

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 105 10平成20年３月31日 平成20年６月25日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第１四半期連結会計期間において、所有権移転外ファイナンス・リース取引残高は、前連結会計年

度の末日に比して著しい変動はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

半導体検査用
部品関連事業
(百万円)

電子管部品
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,318 50 3,368 ― 3,368

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,318 50 3,368 ― 3,368

営業利益又は営業損失(△) 279 11 291 (254) 36

(注)　１　事業区分の方法　　事業区分は製品の種類、性質、製造方法を考慮して区分しております。

　　　２　営業費用の配分方法の変更

従来、新素材開発及び次世代製品の開発等の基礎的研究における営業費用は配賦不可能として消去又は全

社に区分しておりましたが、当第１四半期連結累計期間より基礎的研究の成果が特定の事業の種類別セグメ

ントに帰属することが明らかなものについては、当該研究に係る営業費用を特定の事業の種類別セグメント

に配分しております。

これは、Ｍタイププローブカードの製品化に伴い、基礎的研究の内容を精査し検討したところ、当該研究が

成功した場合に得られる成果は半導体検査用部品関連事業にのみ帰属することが明らかであり、当該費用を

半導体検査用部品関連事業に区分した方が収益費用対応の観点からセグメント情報の有用性をより高める

との判断にいたったためであります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、消去又は全社の営業利

益が333百万円増加し、半導体検査用部品関連事業の営業利益が同額減少しております。

　　　３　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　　　　（会計方針の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　１　会計方針の変更　（1）棚卸資産

の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結累計期間における営業利益は、半導体検査

用部品関連事業16百万円、電子管部品関連事業０百万円と減少しております。

　　　４　有形固定資産の耐用年数の変更

　　　　　（追加情報）

「追加情報　有形固定資産の耐用年数の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改

正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結累計期間における営業利益は、半導体検査用部品

関連事業19百万円、電子管部品関連事業０百万円と減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

日本
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,728 463 69 106 3,368 ― 3,368

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

335 18 ― 277 631 (631) ―

計 3,064 482 69 383 4,000 (631) 3,368

営業利益又は営業損失(△) 214 74 10 △ 13 287 (251) 36

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

（1） 北米……………米国

（2） ヨーロッパ……仏国

（3） アジア…………中国、台湾

　　　３　営業費用の配分方法の変更

従来、新素材開発及び次世代製品の開発等の基礎的研究における営業費用は配賦不可能として消去又は全

社に区分しておりましたが、当第１四半期連結累計期間より事業の種類別セグメント情報における営業費用

の配分方法の変更に合わせ、基礎的研究の成果が特定の所在地別セグメントに帰属することが明らかなもの

については、当該研究に係る営業費用を特定の所在地別セグメントに配分しております。

これは、Ｍタイププローブカードの製品化に伴い、基礎的研究の内容を精査し検討したところ、当該費用を

日本に区分した方が収益費用対応の観点からセグメント情報の有用性をより高めるとの判断にいたったた

めであります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、消去又は全社の営業利益が333百万円増加し、

日本の営業利益が同額減少しております。

　　　４　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　　　　（会計方針の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　１　会計方針の変更　（1）棚卸資産

の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結累計期間の日本における営業利益は16百

万円減少しております。

　　　５　有形固定資産の耐用年数の変更

　　　　　（追加情報）

「追加情報　有形固定資産の耐用年数の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改

正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結累計期間の日本における営業利益は19百万円減

少しております。
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【海外売上高】

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

北米 ヨーロッパ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 470 69 893 1,433

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 3,368

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

14.0 2.1 26.5 42.5

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

（1） 北米……………米国

（2） ヨーロッパ……英国、仏国、独国

（3） アジア…………中国、台湾、韓国

　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,127.30円 1,159.69円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 6.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１． 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２． １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 65

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 65

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,590

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２０年８月１２日

日本電子材料株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　常　　本　　良　　治　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　河　　崎　　雄　　亮　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

電子材料株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累

計期間（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電子材料株式会社及び連結子会社の平成

２０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）２及び「所在地別セグメント情報」（注）３に

記載のとおり、会社は当第１四半期連結累計期間より営業費用の各セグメントへの配分方法を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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